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1．日本のエネルギー需給の状況

　日本のエネルギー需給の姿（2017 年度）は，【図 1】
のようになっている．私たちは，2050 年までに
GHG の排出を 80% 減らし，いわゆる「脱炭素社会」
への移行を目指しているが，この目標を達成するた
めには，このエネルギー需給の構造をどう変えてい
かなければならないのだろうか？

　1 次エネルギーは，化石エネルギー，原子力，水
力を含む再生可能エネルギー（再エネ）から成るが，
現在，日本は 1 次エネルギーの約 90% を CO2 の排
出を伴う化石エネルギーに依存している．化石エネ
ルギーは，電気やガス，そして石油製品に転換され，
あるいは，そのまま産業（工業，農業等），運輸（自
動車燃料等），民生（家庭や事務所の冷暖房，調理等）
で消費され，その転換や消費の段階で CO2 を排出
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【図 1】　日本のエネルギー需給の姿（2017 年度）
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賦存する再エネは量的にも質的にも限界があり，一
定の経済性を確保しつつ，必要なエネルギー量を賄
うことができる状況にはない．化石エネルギーと
CCS（二酸化炭素貯留）の組み合わせという選択も
あり得るが，日本国内で経済性が成り立つ形で
CCS を建設，運営できる見通しは立っていない．
また，日本は欧州諸国のように隣国と送電線やパイ
プラインでエネルギーをやりとりすることも困難で
ある．
　こうした現実を踏まえるならば，日本は，海外の
再エネに恵まれている地域から，安価な再エネを水
素に変え，それを大量輸送が可能な水素エネルギー
キャリアの形にして導入することが，大量の再エネ
の供給を確保するための限られた選択肢となる．（こ
の問題についてのより詳細な考察については，紙幅
の関係から別の記事を参照していただきたい（3）．）

3．熱エネルギーの脱炭素化の方策

3.1　熱エネルギーの消費実態
　他方，熱エネルギーの形でエネルギーを消費して
いる分野の脱炭素化の方策についても詳細な検討が
必要である．何故なら，現在，利用されている熱エ
ネルギーの多くが化石エネルギーの燃焼によるもの
だからだ．上述のように熱エネルギーは，産業部門
で 48%，運輸部門で 32%，民生部門が 18% で消費
されている．
　このうち，運輸部門と民生部門で消費されている
熱エネルギーについては，脱炭素化の方向は見えつ
つある．例えば自動車の燃料は，EV（電気自動車）
や FCV（燃料電池自動車）への転換による自動車
の電動化，そして家庭や事務所のエネルギー需要の
多くを占める冷暖房，調理用のエネルギーは，石油
やガスストーブ／コンロから，エアコンや電子レン
ジ，IH ヒーター等の導入といった形で電力エネル
ギーへの置き換えが進んでおり，電力エネルギーの
脱炭素化を進めることによってこれらの分野のエネ
ルギー需要の脱炭素化が可能となる．
3.2　�産業部門における熱エネルギー消費の脱炭

素化の方策
　他方，熱エネルギー消費の 48% を占める産業部
門の中で，同部門のエネルギー消費の約 95% を占
める製造業分野では，製造プロセスに高温の熱が必
要とされるものがあること，工業炉，ボイラー等の
燃焼機器，蒸気発生器等の熱供給機器が大型である
こと，そして安価な熱エネルギーが必要とされるこ
と等から，現在，その多くの熱源は化石エネルギー

する．CO2 を排出しないエネルギーは，原子力と水
力を含む再生可能エネルギー（再エネ）であるが，
原子力のウェイトは，原子力発電所（原発）の再稼
働が進んでいないこともあって 1% に留まり，再エ
ネは 8% となっている．
　供給された一次エネルギーは，一部のロス分を除
いて，その 43% が発電用のエネルギー源となるが，
産業，運輸，民生の各需要部門で最終的に電力とし
て消費されるのは，発電効率の関係で，さらにその
約 4 割程度である．そして，残りの 57% は非電力
エネルギー（そのほとんどは熱エネルギー（1））と
して消費されている．
　そして，これらのエネルギーは，産業，運輸，民
生の各部門で電力または熱として消費されるが，日
本ではエネルギーの 73% 弱（2）が熱エネルギーとし
て，27% が電力エネルギーとして最終的に消費され
ている．熱エネルギー消費の部門別内訳は，産業部
門 48%，運輸部門 32%，民生部門 18% となっている．
　2050 年までに GHG 排出量の 80% 削減という目
標の達成を含む日本のエネルギーシステムの脱炭素
化を可能としていくためには，エネルギー供給に占
める化石エネルギーへの依存を同目標の達成に必要
な程度，大幅に減らしていかなければならないが，
それを可能とするためには，上述のような現在のエ
ネルギーの需要構造を大幅に変革する必要がある．
当たり前の話だが，エネルギーの使われ方によって
必要となるエネルギーの種類は異なるので，エネル
ギーの供給だけ変えれば良いということにはならな
いからだ．

2．電力エネルギーの脱炭素化の方策

　電力エネルギーの形でエネルギーを消費している
分野の脱炭素化は，簡単にいえば電源の脱炭素化に
よって可能となる．それを実現するための方策は「電
源の脱炭素化」という一語では片づけられるほど簡
単ではないが，結論だけ言えば，私は，その方策は
安全が確認された原発で発電された電力及び国内に
賦存する経済性ある再エネ電力の最大限の導入に加
えて，海外から安価な再エネまたは CO2 フリーエ
ネルギーを水素エネルギーの形で発電燃料として導
入することであると考えている．
　ここで簡単に水素エネルギー導入が必要となる理
由を述べれば，CO2 を排出しないエネルギー源のう
ち原子力は，今後，原発の新設と建て替えができな
い限り，2050 年にはほとんどの原発の設備寿命が
来るためにその発電能力が大幅に減少する．国内に
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と【表 1】に示す．
　【図 2】では，産業分野で用いられている熱エネ
ルギーについては，その用途に求められる条件を考
慮して脱炭素化の方策を考える必要があることが示
されている．そうした問題を考慮したうえで，同報
告で産業と熱エネルギー分野の脱炭素化の有力なオ
プションとして挙げられているのは，電力と水素エ
ネルギーを熱エネルギー源として活用することであ
る【表 1】．
　オーストラリアでも，最近，産業分野の熱源の脱
炭素化の方策についての研究成果が公表された（5）．
化石エネルギー消費の多い産業プロセス毎のエネル
ギー需要の特徴を踏まえた上で，それらのプロセス

をエネルギー源として用いている．こうした事情か
ら分かるように，これらの熱源の脱炭素化は容易で
はない．
　この産業・熱エネルギー分野の脱炭素化の方策の
検討の重要性についての認識は国際的にも高まって
いて，最近，いくつかの研究機関がこの問題に関す
る研究調査レポートをまとめている．
　例えば ICEF（Innovation for Cool Earth Forum）
は，2019 年 12 月に発行した調査報告（4）で，産業
分野で使用されている熱エネルギーの使用実態の分
析を行い，産業毎に必要とされる熱エネルギーの特
徴，低炭素熱源となるエネルギーの種類と特徴等に
ついて記述している．その調査結果の一部を【図 2】
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【図 2】　CO2 フリーエネルギーの温度供給特性

脱炭素化のためのエネルギー・オプションと優位性／課題
（出典：ICEF Industrial Heat Decarbonization Roadmap 2019.12）

脱炭素化のための
エネルギー・オプション

優位性／課題

■水素燃焼 〇加熱設備の小規模改造で対応可。
▲水素の製造方法、CO2フリー水素のコストが課題。

■バイオマス燃焼
■バイオ燃料燃焼

〇加熱設備の小規模改造で対応可。
▲資源量の制約、輸送コストの負担、土地利用改変の問題が課題。

■電熱利用 〇高温対応可、制御性に優れる。
▲安定性の確保、大幅な設備改造、電力系統への負担が課題

■CCS/CCU 〇実証経験の蓄積が必要。
▲インフラ、CO2の輸送が課題。

■太陽熱（CSP) （▲日本では資源量が不足？）

■原子力熱利用 ▲原子力に関する世論。

【表 1】　脱炭素化のためのエネルギー・オプションと優位性／課題
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は約 1.2 億 t あり，それは鉄鋼業から排出される
CO2 の約 70% を占める．高炉プロセスの中では，
高炉から約 9,000 万トン，鉄鉱石の焼結工程から約
2,000 万トン，石炭からのコークス製造工程から約
500 万トンの CO2 が排出されている．高炉プロセス
以外のプロセスからの CO2 排出量は，転炉プロセ
スから約500万トン，圧延・鋼管プロセスから約2,000
万トン量となっている．
　鉄鋼業における CO2 排出の削減方策としては，
水素エネルギー利用とプロセスの電化がその技術的
な方法として提案されている．中でも最大の CO2

排出源となっている高炉からの CO2 排出削減につ
いては，高炉での高温加熱への水素エネルギー燃料
の導入，石炭コークスに代わる鉄鉱石の還元の手段
として水素による還元が検討されている等，その主
な脱炭素化の手段としては水素エネルギーの活用が
考えられている．
　水素エネルギーの利用については，高炉の熱源と
してコークス炉のオフガスの水素利用（それに加え
て，その際に生成する CO2 を CCS で除去）を 2030
年頃に，石炭を利用しない CO2 フリー水素による
水素還元製鉄への転換を 2050 年頃に行うという
ロードマップが（社）日本鉄鋼連盟により描かれて
いる．また電力については，今後，CO2 フリー電力
が経済的に入手可能となれば，他のプロセスの熱エ
ネルギー源として導入していくことが考えられてい
る．
　（社）日本鉄鋼連盟は，こうした製法転換に係る
経済的分析も行っていて，水素エネルギーの活用に

への再エネ（バイオ，地熱，水素，太陽熱エネルギー），
ヒートポンプを含む熱供給への電力利用等の可能性
とその効果の大きさについて分析したものである．
なお，この研究では，こうした分析に加えて，オー
ストラリア国内での各産業の立地状況と再エネ資源
等の地域分布を併せ考慮し，同国の工業全体の脱炭
素化の方策が検討されている点が興味深い．この分
析結果は，産業構造もエネルギーの需要構造も異な
る日本においてそのまま適用できるものではない
が，日本と共通性のある産業分野において脱炭素効
果の大きな対策として上げられているのは，ヒート
ポンプを含む電力の活用，水素エネルギーの活用で

（6），先の ICEF の報告内容と軌を一にしている．

4．日本の産業部門における熱エネルギー消費
とその脱炭素化

　ここからは，日本の産業部門で大量に消費されて
いる熱エネルギーの脱炭素化の方策について見てい
こう．
　【図 3】に日本の各セクターの CO2 排出量を示す
が，産業部門で CO2 排出量が多いのは，鉄鋼業（1.67
億トン），窯業土石（0.66 億トン），化学（0.65 億トン）
で，これらの 3 つの産業で産業部門からの CO2 排
出量の 60% 以上を占めている．そこで，まず，こ
れらの CO2 排出量の多い産業の脱炭素化の方策に
ついて見てみよう．

4.1　鉄鋼業
　鉄鋼業の高炉プロセス全体からの CO2 の排出量

我が国のセクター別のCO2排出量

（出典：エネルギー・環境技術のポテンシャル・実用化検討会（経済産業省、文部科学省 2019.6）

【図 3】　我が国のセクター別 CO2 排出量
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分解等に熱エネルギーを利用する．これに必要とな
るエネルギー量の削減を目指して，新たな触媒や合
成法，膜分離等の新たな分離技術の開発はこれまで
も行われてきたが，化学技術分野には，こういった
技術に係る研究開発によって，プロセスの革新を実
現する可能性が今後とも存在する．これに関しては、
欧州化学工業連盟（CEFIC）がドイツのシンクタン
クの DECHEMA に委託して、2050 年までに欧州の
化学産業からの CO2 排出を 85% 削減するために必
要となるプロセス革新の可能性について調査検討し
たレポート（12）が参考になる。こういった，脱炭素
化に資する革新的な合成，分離，分解技術とプロセ
スの開発を加速していく必要がある．
　こうした新技術の開発とともに重要なのは，未利
用熱の有効利用である．一部のプロセスを除き，化
学産業のプロセスの多くで必要とされるのは 200℃
以下の熱エネルギーだが，後述するように，現在そ
うした熱エネルギーの多くが，未利用熱として排出
されている．このため，化学産業においてヒートポ
ンプ技術の一層の活用を図っていくことが技術的に
は重要と考えられる．
　加えて化学産業では，CO2 の有効利用や廃棄され
たプラスチックの再利用によってエチレンやプロピ
レンなどの基礎化学品を製造し，再び化学製品原料
として利用することを目指した革新技術（ケミカル
リサイクル技術）の開発も始まっている．この技術
開発でも，触媒とプロセス開発が鍵となるが，この
ケミカルリサイクルを実現するためには，原理的に
大量の水素が必要となる．例えば，回収した CO2

をメタノールに変換し，それからエチレンを 600 万
トン（わが国の年間エチレン生産量に相当する量）
製造しようとすると，原料の CO2 が年間 5,100 万ト
ン，その CO2 をメタノールに変換するために水素
が年間 700 万トンそれぞれ必要になる．そして，こ
の水素を水の電気分解によって製造するためには，
3,500 億 kWh/ 年の電力が必要であり，これは年間
電力消費量の約 3 分の 1 に当たる量である．
4.4　その他の産業プロセス
　ここからは，その他の産業分野で使われている熱
エネルギーについて，その脱炭素化の可能性を見て
みよう．
　日本の 1 次エネルギー供給量は年間約 20 EJ（エ
クサジュール：1018 ジュール）（＝約 5.6 兆 kWh）
であるが，その約 6 割が有効利用されずに未利用熱
エネルギーとして環境に放出されていると見られて
いる（13）．

必要となる水素の目標価格は 7.7￠ /Nm3-H2 と試算
している．また，日本の鉄鋼生産量の世界シェアが
今後とも変わらないと仮定すると，必要水素量は
700 万 t/ 年にのぼることがこの分析から推計され
る．電力エネルギーについては，粗鋼生産 1 トンあ
たり 3,400kWh の電力が必要となり，そうした電力
を利用したプロセスが従来のプロセスと競争可能と
なる電力コストは 4 円 /kWh と試算している．
　政府の「水素基本戦略」（7）によると，水素の目
標価格は 2050 年で 20 円 /Nm3-H2，目標導入量は発
電分野への水素の導入を中心に約 1,000 万トン -H2

とされていることを考慮すると，水素エネルギー導
入の条件として鉄鋼業界が掲げるこの水素の目標
量，価格の達成は容易ではない．また，電力エネル
ギーについても同様の事情にある．
4.2　セメント製造業
　セメント製造業の脱炭素化は，結論から先に述べ
ると非常に困難な課題である．それはセメント原料
の石灰石から中間製品のクリンカ（生石灰）を生成
するプロセスで，石灰石に含まれる炭酸カルシウム
から CO2 が大量に排出されるからだ．セメント製
造業は，そのプロセス全体で約 4,000 万トンの CO2

を排出しているが，そうした CO2 の排出がその
55% の 2,600 万トンを占める．残りの 35%（1,400
万トン）の CO2 が，石炭を燃料として石灰石をキ
ルンで焼成し中間製品のクリンカを製造する石炭由
来，10%（400 万トン）の CO2 が原料石灰石を粉砕
するプロセスと，クリンカに石膏を加えて電力で粉
砕し製品のセメントにする電力由来のものである．
　後段の 45% のエネルギーは，CO2 フリー電力や
CO2 フリー燃料の導入によって脱炭素化が方法論と
しては可能である（8）が，セメント原料の石灰石に
由来する CO2 の除去は，方法論としては CCS によ
るしかない．ただ，国内でこれらの技術を適用する
ことには技術的，コスト的なハードルが大きい．
4.3　化学産業
　日本の場合，石油化学の代表的なプロセスである
ナフサ分解，蒸留からの CO2 排出量が化学産業全
体からの排出量の 60% を占めている（9）．ナフサ分
解炉では 800 ～ 900℃の高温熱源が必要だが，この
ナフサ分解炉の燃料として水素利用や，分解炉の電
化が検討されている．実際，世界最大の化学企業，
BASF（10）はナフサ分解プロセスの脱炭素化を目的
として，再エネ電力を利用した電気炉による熱分解
法の開発を試みている（11）．
　一般に化学プロセスでは，化学物質の合成，分離，
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から排出されている熱の温度域を見たものである．
この図からは，鉄鋼と石油化学産業以外のほとんど
の産業で必要とされる熱エネルギーの温度帯は
180℃以下であることが分かる（15）．

5．産業部門における未利用熱エネルギーの活
用

　こうした実態から，未利用熱エネルギーの有効利
用に向けたいくつかの示唆が得られるだろう．
　まずは，鉄鋼業等に存在する高温の未利用熱エネ
ルギーの有効利用を図ることである．
　次に，先に見たように，180℃以下の排熱に対す
る潜在的なニーズが大量にある一方で，200℃以下
の熱が多量に排ガス熱エネルギーとして利用されな
いまま棄てられていることから，その有効利用を図
ることである．
　そのための技術手段としては，ヒートポンプ技術
の活用が重要と考えられる．その効果の大きさにつ
いては，少し古い試算だが，ヒートポンプの導入に
よって，日本の CO2 排出量を約 1 割程度，削減す
る効果が期待できるとの試算がある（16）．
　ヒートポンプ技術の適用可能分野には，冷媒（熱
媒体），蓄熱材等の材料面での制約や，熱交換器や
圧縮機の効率，機器のサイズなどに由来する制約が
あるが，技術的には既に 165℃までの排熱を利用す
るヒートポンプは商品化されており，さらに，現在
NEDO において 200℃までの排熱に対応が可能な

　このうち，電力業を含む 15 業種の製造業の未利
用熱エネルギーとエネルギーの利用状況の実態調査
が，2019 年に未利用熱エネルギー革新的活用技術
研究組合）（TherMAT）によって実施され，その
結果が公表されている（14）．
　その結果によると，電力業を含む 15 業種の製造
業で年間排出されている未利用の排ガス熱エネル
ギーの合計は 743 PJ（ペタジュール：1015 ジュール）
になると推計されている．これは，2017 年度の日
本のエネルギー最終消費量（13.5 EJ）の約 6% に当
たる量である．
　その内訳は，電力業が 35%，鉄鋼業と化学産業が
それぞれ 14%，窯業・土石産業が 6% を占めており，
この 4 業種で未利用排ガス熱エネルギー全体の約 7
割を占めている．
　温度帯別にみると鉄鋼業等の一部の産業に 500℃
以上の排熱があるが，排熱のほとんどは 200℃未満
の温度帯のもので，それが未利用熱エネルギー合計
の 76% を占めていることが明らかとなっている【図
4】．特に，この中では電力業から 100 ～ 149℃の温
度帯を中心に排熱量全体の 25% にのぼる多量の未
利用熱エネルギーが，また，清掃工場から 200℃前
後の温度帯のかなりの量（全体の 6%）の未利用熱
エネルギーが排ガスとして排出されていることが注
目される．
　【図 5】は，これとは別の少し古い調査だが，産
業別にその産業で必要とされる熱の温度域と同産業

産業分野の未利用排ガス熱量とその温度帯

（出典： 「15業種の工場設備の排熱実態調査報告書」 未利用熱エネルギー革新的活用技術研究組合、NEDO、2019年3月

電力

化学

鉄鋼

窯業・土石製品

【図 4】　産業分野の未利用排ガス熱量とその温度帯
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相当量の未利用熱エネルギーが排出されている【図
4】．こうした実態を見ると，これらの施設はこれま
で「迷惑施設」として一般の産業や人口の集積地か
ら隔離された地域に立地してきたが，脱炭素社会の
構築の観点からは，こうした産業の立地の考え方に
ついても見直す必要があることに気づかされる．

6．IoT 技術によるエネルギーマネジメントシ
ステムの構築

　前述の（a）や（b）に記した問題を克服していく
ためには，熱プロセスの電化を通じた IoT 技術の
導入によって，時間，空間を超えたエネルギー管理
を進めていくこと－エネルギーマネジメントシステ
ムの構築等－が重要となる．そしてそのためには，
マネジメントに必要となる生産プロセス間，地域内
の異なるエネルギー関連セクター間のデータ連携を
図ることが必要となる．そうしたデータ連携を実現
することによって，物理的空間や時間を超えたエネ
ルギーの効率的な利用に価値が生まれ，エネルギー
マネジメントに市場メカニズムの効果を導入するこ
とも可能となるだろう．
　ここで「空間」には，これまで各工場では必ず行
われてきた製造プロセス単位のエネルギー管理に加

ヒートポンプの開発が行われている．
　しかし，技術的には可能であったとしても未利用
熱エネルギーの効率的な利用が進まない理由や事情
がある．
　その一つは，未利用熱エネルギーの利用による
CO2 排出削減の経済的な価値が現状では見出せない
ために，ヒートポンプ導入に要するコスト負担が導
入の障害となっているといった経済性の問題であ
る．
　この経済性の問題に加えて，
　（a）未利用熱エネルギーの温度や形態が，多様で
広く分散していること，
　（b）需要側と供給側の熱の「質」と「量」とが，
時間的／空間的に一致していないこと
といった，現在のエネルギーシステムの構造に起因
する問題の存在も指摘されている．脱炭素社会の構
築のためには，こうした構造的な問題も解決してい
かなければならない．
　ここで個別の問題にはなるが，（b）の空間的な問
題に関する一つの事例を記してみたい．先に記した
ように，電力業からは 200℃未満の温度帯の大量の
未利用熱エネルギーが排出されている．また，（量
は電力業に比べると小さいものの）清掃工場からも

産業部門の熱需要の利用温度と排熱温度
（出典：「中低温熱利用の高度化に関する技術調査報告書」（独）科学技術振興機構研究開発戦略センター）

【図 5】　産業部門の熱需要の利用温度と排熱温度
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　また，「時間」には，エネルギー供給，貯蔵の時
間的調整に加えて，工場内プロセス間のエネルギー
需要の時間的調整，工場やエネルギー需要の大きい
施設間での操業時間や運転パターンの調整等といっ
た視点を含める必要があるだろう．
　こうしたアプローチのいくつかの例を【図 6】（組
み立て工程への適用），【図 7】（異業種連携あるい
は産業共生への適用）に示す．
　なお，【図 7】に示したデンマーク Kalundborg 

えて，工場内の製造部門と動力部門そして環境処理
部門等の部門を超えたエネルギーマネジメントを考
えることが重要となる．さらに今後はこれに留まる
ことなく，企業を超えたエネルギーマネジメント，
地域社会と企業の連携によるエネルギーマネジメン
ト等といった工場，企業の枠を超えた連携も含めて
考えていく必要があるだろう．地域では，「空間」
に産業の立地のあり方まで含めて，地域のエネル
ギーマネジメントを考えていく必要があるだろう．

EMU: エネルギーマネジメントユニット：エネルギーの管理単位
【図 6】　エネルギーマネジメント（組み立て工程への適用例）

デンマーク Kalundborg Symbiosis における異業種ネットワーク融通（素材、エネルギー、水）
（出典: http://www.symbiosis.dk/en/ ）

集積共生している産業群
Equinor Refining Denmark 石油
Örsted 電力
Kalundborg Utility 水，熱供給
Gyproc Saint Gobain 石膏

ARGO 廃棄物
Avista Oil 廃油処理
Kalundborg Municipality and Biopro Kalundborg市&バイオ
Novozymes and Novo Nordisk バイオ産業（医薬，燃料など）

【図 7】　エネルギーマネジメント（異業種連携への適用）
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のメリットが課題克服の困難を上回ることをモデル
システムのような形で具体的に示して，民間企業の
積極的な取り組みを促していく必要があるだろう．
　特に企業の製造工程に係るエネルギーの使用実態
を含む情報は，一般的に企業秘密やノウハウに係る
とされていることから，民間主体による自律的な連
携関係の構築は進みにくいのが実情である．こうし
たことから政策当局としては，連携の範囲，バウン
ダリー，連携に係る調整ルール等の面での各連携主
体間の調整，連携による外部利益の顕在化，そして
連携主体間の（外部利益の配分を含む）利害調整等
において，政府または第三者的な機関による積極的
な関与と調整が必要となることに留意する必要があ
るだろう．

7．エネルギー需給の脱炭素化シナリオ

　ここまで産業分野，そしてそこで多く消費されて
いる熱エネルギーの脱炭素化の方策について概観し
てきた．その脱炭素化のシナリオは，【図 8】のよ
うに表すことができると考えている．
　まず，水素エネルギーの役割の増大である．産業
分野で必要とされる高温熱源や大型製造設備の熱源
等の脱炭素化は，ガスまたは液体での燃焼利用が可
能な水素エネルギーが担うことになるだろう．また，
鉄鋼業の高炉プロセスの脱炭素化や化学産業におけ

Symbiosis（Symbiosis とは共生のこと）における異
業種連携では，電力，廃棄物処理産業がその構成産
業となっていることは，前述した未利用熱エネル
ギーの活用に着目した産業立地という考え方から見
て興味深い．
　産業分野，熱エネルギーのエネルギーマネジメン
トへの IoT の導入には，それによってより効率的
かつ有効な資源（エネルギー，原料）の有効利用が
図れるという明らかなメリットがある．しかし，そ
のためには，以下のような取り組みと課題の克服が
必要となる．
　技術的課題としては，エネルギーマネジメントシ
ステム構築に必要となるデータ連携システムの基本
設計（柔軟性，冗長性，運用ルール）やシステムの
頑健性（情報セキュリティ，プライバシー）の確保；
経済的課題としては，経済性の確保（初期投資，運
用経費，費用便益判断）；そして社会的課題としては，
合理的な連携範囲の特定等が挙げられよう．
　これらの課題は，基本的には民間企業の取り組み
によって克服されるべきものであるが，データ連携
システムの基本設計に係る標準化の推進や基盤的
ルールの策定については，政府を始めとする公的セ
クターの役割が大きい．また，この取り組みは広範
囲の業種にわたる多くの企業による取り組みを必要
とするものであることから，こうしたシステム構築

熱 等

電力
電力

熱等 水素

CO2フリー
電気

バイオマス燃料

化石燃料＋CCS

再エネ
（バイオ以外）

＋
原子力

（海外からの）
CO2フリー

水素エネルギー

最終エネルギー消費 2次エネルギー 1次エネルギー
（脱炭素化）

＜現状＞ ＜将来＞

電化による
エネルギー利用の効率化

（ヒートポンプ）
（エネルギーマネジメント）

水素エネルギー、電化
による熱の脱炭素化

国内再エネ、水素エネルギー等の
利用による電力の脱炭素化

エネルギー需給の脱炭素化実現シナリオ

【図 8】　エネルギー需給の脱炭素化実現シナリオ
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　③社会実装される際のコストが，現実的に社会が
負担し得るレベルのものであること，
　④適用される新たなエネルギーシステムが，エネ
ルギーの採取から使用，廃棄に至るバリューチェー
ン全体の脱炭素化に寄与するものであること，
と考えている．
　こうした要件に照らすと，産業分野，熱エネルギー
の脱炭素化の方策としてここまで書いてきたこと
は，そのほんのスケッチに過ぎない．効果の量的な
インパクトについては，できるだけ意識して関連す
る情報を記したつもりだが，まだまだ不十分である
し，コストの問題については，ほとんど検討できて
いない．
　2050 年まであと 30 年あるとは言っても，エネル
ギーシステムの変革はもちろんのこと，個々の技術
の社会実装には多くの時間を要する．私たちにはあ
まり多くの時間は残されていないのだ．そんな状況
の下で，はなはだプリミティブな論考ではあるが，
この記事が本問題についての今後の検討の一材料と
なれば幸いである．
　
　最後にこの論考の執筆に当たっては，内閣府の戦
略的イノベーション創造プログラム（SIP）「IoE 社
会のエネルギーシステム」に置かれた「エネルギー
マネジメント研究会」の産業・熱低炭素化検討グルー
プで行った調査結果等を参考にさせていただいた．
その調査に携わった方々に感謝を申し上げたい．
� （了）
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る CO2 の有効利用やプラスチックのリサイクル，
その他化学製品の製造プロセスの低炭素化等にも，
大量の水素が必要となる．こうして，水素を始めと
する水素エネルギー（17）は，産業分野の脱炭素化に
大きな役割を果たすことになるだろう．
　次に，産業分野でも電化が進展し，電力エネルギー
の役割が増大すると考えられる．
　それは，産業で利用されている熱エネルギーの分
野でも起きる．電気炉（電気抵抗炉，電磁誘導炉，アー
ク炉等），電気ボイラーなどの電力エネルギーを利
用した設備機器が，熱プロセスで要求される熱の温
度，化学的性質や制御性，そしてコスト等に応じて，
化石エネルギーを利用する燃焼機器に代替する形で
導入されていくだろう．実際，化学プロセスで多用
される熱分解や蒸留プロセスの熱源を電力エネル
ギーに転換する技術開発が始まっており，一部では
そうした製品も提案されている．
　また，電力エネルギーを利用するヒートポンプ技
術による排熱の有効利用は，エネルギー利用の大幅
な効率化を可能とする．
　さらに電力エネルギーは，制御性と（一定の距離
内であれば）輸送性に優れる 2 次エネルギーなので，
エネルギーシステムの電化によって，IoT の適用に
よる精密かつ「時空の限界」を超えたエネルギーマ
ネジメントが可能となり，エネルギーシステム全体
のエネルギー利用効率を大幅に改善することができ
るようになるだろう．
　そして，役割が増大する電力エネルギーの脱炭素
化に大きな役割を果たすのは，海外からの CO2 フ
リー水素エネルギーで発電された CO2 フリー電力
である．脱炭素社会において水素エネルギーは，エ
ネルギー供給面でも大きな役割を担うことになる．
なお，ここでは紙幅の関係で詳述できないが，この

「海外からの CO2 フリー水素エネルギーで発電され
た CO2 フリー電力」の可能性と重要性については，
別の文献（18）で詳述しているのでそれを参照ありた
い．

8．おわりに

　私は，「脱炭素化に資する新たなエネルギー技術」
が，脱炭素社会の実現という，社会経済システムの
変革を担う技術となるためには，その技術が，
　①エネルギーシステムの脱炭素化に量的に意義あ
るインパクトをもたらすものであること，
　② 10 ～ 20 年程度のうちに社会実装することがで
きるような成熟度をもつものであること，
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16）斎川路之，ヒートポンプの役割と課題，電力中
央研究所フォーラム 2010，研究成果発表会　
需要家部門　「低炭素社会を実現する電化・蓄
エネ技術」，（accessed April 12, 2020）https://
criepi.denken.or.jp/result/event/forum/2010/
pdf/SD09.pdf

17）ここで「水素エネルギー」という用語は，大量，
長距離輸送，貯蔵が容易でない水素を水素化合
物の形にして利用する水素キャリアを含める意
味で用いている．そうした水素キャリアには，
アンモニア，CO2 フリーメタン等がある．

18）塩沢 文朗，水素エネルギーキャリア，CO2 フ
リー燃料としてのアンモニア，電気評論，103

（8），58-63（2018）
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